
ペットボトルリサイクルオークションにおける
効率的資源配分の検討

大窪　和明 1・矢ヶ崎　美香 2

1正会員　愛媛大学准教授　防災情報研究センター (〒 790-8577松山市文京町３番)
E-mail: okubo@cee.ehime-u.ac.jp

2非会員　元埼玉大学工学部　建設工学科 (〒 338-8570埼玉県さいたま市桜区下大久保 255)

自治体が回収した廃ペットボトルは，第一価格封印入札を通して契約先に選ばれたリサイクル企業によって
処理されてきた．この入札において，参加するリサイクル企業の規模や自治体との距離といった特徴が非対称
であり，収入等価定理が成立しない可能性があることから，入札の仕組みを適切に変えることによって，売り手
となる自治体の収入を，さらに大きくできる可能性がある．入札の仕組みを議論する上で，この入札に潜在的
にどの程度の収入の増加が見込まれるのか，を議論しておく必要がある．そこで本研究では，自治体の収入を
最大化するという目的の下で，自治体が契約するリサイクル企業を決めるモデルを提案する．また，自治体と
リサイクル企業について観測された取引ネットワークと最適化計算の結果とを比較することによって，目指す
べき入札の方向性について議論する．

1. はじめに

2008年に閣議決定された第二次循環型社会形成推進
基本計画において初めて地域循環圏という言葉が提示

され，地域で循環可能な資源は，出来る限り地域内で

循環させようとする循環型地域づくりの考え方が広まっ

ている．2016年には，地域循環形成の手引が環境省か
ら発行され，その中では複数のモデル事業が紹介され，

社会的費用の削減や新規ビジネスの創出に効果が確認

されている．可能な限り地域内で資源を循環させるこ

とは，廃棄物の運搬費用の削減や，地域のリサイクル

事業者の活性化につながる可能性がある．しかし，一

方では，他の地域の，より効率的なリサイクル事業者

の参入を妨げることも予想されるため，地域の適切な

規模について考える必要がある．その上で，適切な地

域の範囲での資源を循環させるような取引を促すよう

に市場の仕組みを整えることは一つの有効な対策であ

る．さらに，排出された廃棄物を資源と捉え，より高

く売る（または，より低価格で処理を依頼する）よう

な観点から適切な範囲を考えることは有用であると考

える．

現在，日本の一般家庭から排出される家庭ごみの中

で，湿重量比で 20%を占めているペットボトルなどの
容器包装廃棄物の処理は，自治体が回収，運搬し，リ

サイクル事業者に処理を委託する．自治体が契約する

リサイクル事業者を選ぶときには，日本容器包装リサ

イクル協会の取り仕切る入札が利用されることが多い．

図–1 観測された契約ネットワーク

入札は電子入札で，全国のリサイクル事業者が全国の

自治体に入札することができ，自治体と落札した事業

者との契約は，図–1に示すように全国規模で行われて
いる．入札においては，最も高い買取価格または低い

処理価格を提示することができた事業者が自治体と契

約する．このとき，入札する各リサイクル事業者は，他

の事業者の入札額を知らない状況下での入札するとい

う第一価格封印入札の方式がとられている．

入札方式には，第一価格封印入札以外にも他の事業

者の入札額が把握できる公開式の入札や，最も高い価格

1

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集56-06



を入札した事業者が二番目に高い入札額を支払う第二

価格封印入札などが知られている．Vickery(1961), My-
erson(1981),やRiley and Samuelson(1981)によって入札
方式を変更しても売り手（ここでは，自治体）の期待収

入は変わらないという収入等価定理が示された．Maskin
and Riley(2000)では，この収入等価定理が成立するた
めの前提条件として，入札者の a)リスク中立性，b)評
価額の私的シグナルが他の入札者と独立であること，c)
入札者間での共謀がないこと，d)入札者の信念が対称
であることを挙げている．このうち，d)の入札者の信
念が対称の下では，買い手（リサイクル事業者）の評

価額が同様の確率分布で表されることを前提にしてお

り，企業規模による入札額の違いや，売り手（自治体）

と買い手（リサイクル事業者）との距離や輸送費用な

どの事前知識がある場合などには，全ての入札者の評

価額を確率分布と仮定は成り立たない場合が多い．

この非対称性を仮定した状況下での理論的な分析は，

先に述べたMaskin and Reily以外にも，評価額の分布や
入札方式の設定を変えて，古くはGriestmer et. al.(1967)
から Elmaghraby(2005), Cantillon(2008), Krishna(2002),
Kaplan and Zamird(2012)など様々である．この内，第
一価格封印入札において，売り手の収入を研究したも

のには，Cantillon, Krishuna, Kaplan and Zamirなどが挙
げられるが，入札者の非対称性下において入札方式の

変更が売り手の期待収入にもたらす影響に関する整理

は未だなされていない．したがって，実際の入札にお

ける入札方式の変更には，どの程度の期待収入が見込

めるかを把握しておく必要がある．

そこで本研究では，利用可能なデータが蓄積されて

いる容器包装廃棄物の中でもペットボトルのリサイク

ルに着目して，入札方式の変更が，自治体の期待収入や

自治体とリサイクル事業者との契約にもたらす影響を

明らかにする．ここでは，入札するリサイクル事業者

が，その他の事業者の入札額を知らないために，事業

者が経営に必要な契約量を確保するため，落札できな

い可能性も考えてより多くの自治体に入札していると

考える．リサイクル事業者の全ての入札額が分かった

として，自治体の収入が最大になるように自治体と企

業とを組み合わせた場合の自治体の期待収入を推計し，

入札方式の変更による自治体とリサイクル事業者との

契約の組み合わせ変更によって，実現可能な期待収入

の増加分を明らかにする．各リサイクル事業者の入札

額は公表されておらず，落札額と契約した自治体のみ

が観測されている．そのため，第２章において落札額

を被説明変数とする重回帰モデルを推定し，実際に観

測されている自治体と事業者以外の組み合わせで契約

が実現したときの落札額を推計する．続く第３章にお

いては，第２章の結果を用いて，全ての落札額がわかっ

た下で，自治体の総収入が最大になるように自治体と

事業者を組み合わせた場合の期待収入や，契約関係の

ネットワークを示す．最後に第４章で結論を述べる．

2. 落札単価推定モデル

(1) モデルの定式化

容器包装リサイクル協会によって公表されているデー

タより，入札に参加した自治体が契約期間内で企業に

処理を依頼する契約量，落札企業，および落札単価の

情報が得られる．そのため，落札していない企業が，仮

に落札した場合の仮想的な落札単価を重回帰分析の推

定結果を基に補完する．企業 j ∈ J が，自治体 i ∈ Iの
自治体の PETボトルを落札したときの単価を bi j とし

たときに，次のような回帰式を考える．

bi j = α0 + α1qi + α2di j + α3K j + α4∆
+
i + α5∆

−
i

α6 popi +
∑
r∈R
αrdummyr + αpdummyport (1)

ただし，αはパラメータであり，各説明変数は，入札

時に自治体が提示する契約量 qi，自治体と企業との直

線距離 di j，企業規模 K j として企業 jの前年度の取引

量の合計を用いる．∆+i は超過取引量を表し，各自治体

において契約期間終了後に明らかになる実績量から入

札時の契約量を引いた値を考え，実績量が契約量を上

回ったときにのみ正の値をとり，それ以外は 0の値を
とる．実績量が契約量を下回った場合には，不足取引量

として，∆−i で表す．また，popiは自治体 iの人口であ

る．式 (1)の第 8項の Dummyr は，東北地方・中日本・

西日本および本州以外の地域を表すダミー変数である．

また Dummyport は，PETボトルを取り扱うリサイクル
施設を持つリサイクルポートがある自治体と，隣接す

る自治体についてのみ１をとるようなダミー変数を考

える．なお，今回の推定では沖縄県や離島を除外し，有

償入札のデータを使用した．

重回帰モデルでは，入札方式が変更された場合にも，

同様の落札額が実現する保証はなく，Laffont et al(1995)
や Guerre et al(2000)などの構造推定手法を用いて評価
額自体を推定することが望ましいといえる．しかし，こ

れらの研究では，入札者の対称性を考えたモデルに基づ

いて構造推定をしており，本研究の前提としている入札

者が非対称な状況では，前提条件に齟齬が生じる．入札

者の非対称性を考慮した構造推定手法には，Flambard
and Perrigne(2006)などが挙げられるが，ノンパラメト
リックな推定であることや，非対称な２つのグループ

に分けるなどの前提の下で推定している．本研究では，

様々な外的要因が落札額にもたらす影響をパラメトリッ

クに把握し，実際には実現していない落札額を推計す

ることを目的としているため，式 (1)のような重回帰モ
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デルを用いる．

(2) 推定結果

平成 24年から平成 27年にかけて各年度の契約期間
ごとに式 (1)を推定した結果を表-1に示す (平成 25年
以降は，契約期間を２つの期間に分けている)．自治体
とリサイクル事業者との緯度・経度から算出した直線

距離は，どの推定においても有意水準 5%で有意であ
り，平成 26年度上半期を除いて，距離が遠くなるほど
落札単価は低くなることがわかる．また，東北地方・中

日本・西日本を表すダミー変数が有意であり，東北地方

の自治体は比較的，低い落札額でペットボトルが販売

されていることがわかる．

3. 最適配分ネットワークの導出

(1) 最適配分モデルの定式化

各自治体の収入を式 (1)から推定された落札単価 b̂i j

と契約量 qi との積で表し，自治体と企業が取引すると

きに１をとるような操作変数 xi j を考える．このとき，

自治体の総収入を最大化するような自治体 iと企業 jと

の組み合わせを求める次の最適配分モデルを考える．

max
xi j

∑
i j

b̂i jqixi j (2)

subject to (3)∑
j

xi j = 1 ∀i ∈ I (4)∑
i

qixi j = K j ∀ j ∈ J (5)

xi j ∈ {0, 1} ∀i ∈ I,∀ j ∈ J (6)

図–2 自治体の総収入の比較（観測値と最適配分後）

ただし，式 (2)は自治体の総収入を表す目的関数である．
式 (2)中の b̂i j は式 (1)に，各自治体，各企業の説明変
数を代入して推計した値を用いる．式 (4)は，自治体 i

は，必ず 1つの企業 jと契約を結ばなけらばならない

ことを示す制約条件式である．式 (5)の左辺は企業 jが

契約した量の合計を表しており，右辺は企業規模を表

している．すなわち，企業 jは企業規模 K jを超える契

約量以上の自治体とは契約できないことを示している．

式 (6)は，xi j が，自治体 iと企業 jとが契約すれば１，

それ以外の場合には 0をとる変数である.

(2) 最適契約配分ネットワーク

図–2に観測された契約と最適配分された契約から導
かれた自治体収入を表す．最適配分によって自治体収

入は増加していることがわかる．今回は収入が最も改

善されている平成 27年上半期に着目し，最適配分上で
の契約ネットワークを図–3に示した．観測された契約
ネットワーク図–1は北海道と近畿，東北と九州のよう
な遠方での取引が多いが，図–3の最適配分結果では比
較的近隣での取引が多くなっている．これは，取引距
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図–3 最適配分された契約ネットワーク

図–4 地方ごとの自治体収入（平成 27年度上半期）

離の増加による落札単価の下落を防いだ結果であると

考えられる．また，比較すると大都市圏に取引が集中

していることがわかる．図–4には観測値と最適配分結
果の地域ごとの自治体収入を比較したものであり，関

東地方の収入が最も多くなっている．これは関東地方

では企業数が多く，競争が激しいので最低限の取引量

を確保するため広範囲の取引が観測される．一方，最

適配分結果では狭い範囲での取引で，観測値と同等の

取引量を維持することが可能になっている．その結果，

輸送費の節約が可能になり，関東地方に存在する自治

体の収入を上げることに繋がったと考えられる．

4. まとめ

　 PETボトルの入札市場では取引の空間的距離が自
治体収入にも大きく影響しており，より近い立地にあ

る企業との取引を行うことで最適になることがわかっ

た．　ゆえに，近い距離での取引を促すことでも，観

測された契約と同等以上の収入を確保することが可能

であることが明らかになった．
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